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2 計画の位置づけ

本計画は、「第３次浜松市障がい者計
画」⑥分野別施策のきめ細かな取組み
の「２生活支援」に関する部分の実施
計画として策定するもの。

3 計画の期間

第５期障がい福祉実施計画
第１期障がい児福祉実施計画
平成30～令和2年度（3年）

平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

第３次浜松市障がい者計画平成30～令和5年度（6年）

令和5年度

第６期障がい福祉実施計画
第２期障がい児福祉実施計画
令和3年～令和5年度（3年）

4 計画の評価体制

障害者基本法に基づき、浜松市が設置する附属
機関で、障がいのある人に関する施策の総合的
かつ計画的な推進について必要な事項の調査審
議等を行う「浜松市障害者施策推進協議会」、
当事者等及び障がい者関係団体より構成する
「浜松市障がい者自立支援協議会」、計画の実
施主体である浜松市が、相互に連携して施策を
進めます。
また、PDCAサイクル の考え方のもと、計画に

おける成果目標及び実績については、「浜松市
障害者施策推進協議会」や「浜松市障がい者自
立支援協議会」を中心に、定期的に調査、分析
及び評価を行い、必要に応じて計画の変更や見
直し等の措置を行うこととします。

1 計画の目的

1

障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律及び児度福祉法に
基づき、障害福祉サービス、相談支援、
地域生活支援事業及び障害児通所支援、
障害児入所支援、障害児相談支援を提供
するための体制の確保が計画的に図られ
るようにすることを目的としている。



項目 国の成果目標 本市の取組み

①福祉施設入所者

の地域への移行

令和５年度末時点で、令和元年度末の施設入所者数の

６%以上が地域生活へ移行
令和５年度末時点の施設入所者数を令和元年度末時点

の施設入所者数から1.6％以上削減

・令和５年度末までの累計目標値を45人
（基本指針６％で算出すると40人）
・施設入所待機者が多くいること等から

削減目標値は設定しない。

②精神障害にも対

応した地域包括

ケアシステムの

構築

退院後１年以内の地域での平均生活日数を316日以上
令和５年度末時点の長期在院者数を国推計式により設定

令和５年度における入院後３カ月時点の退院率69%以上
令和５年度における入院後６カ月時点の退院率86%以上
令和５年度における入院後１年時点の退院率92%以上

・県により数値設定。

次期計画掲載予定の活動指標において、

構築に向けた取組みを実施する。

③生活支援拠点等

における機能の

充実

令和５年度末までの間、各市町村又は各圏域に１つ以

上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充

実のため、年１回以上運用状況を検証、検討すること

を基本とする。

・地域生活支援拠点等について、面的な

体制を継続確保するとともに、事業内

容について、浜松市障がい者自立支援

協議会で検証及び検討する。

④福祉施設から一

般就労への移行

令和５年度中に、令和元年度実績の1.27倍以上。その
うち、就労移行支援については、令和５年度までに、

令和元年度実績の1.30倍以上。
また、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型につい

ては、それぞれ、令和５年度までに、令和元年度実績

の概ね1.26倍以上、1.23倍以上
就労定着支援事業の利用者数：一般就労に移行する者

のうち、７割

また、就労定着支援事業の就労定着率：就労定着率が

８割以上の事業所を全体の７割以上

・目標値は､219人。
・令和３年には、法定雇用率の引き上げ

（2.2％→2.3％）が予定されており、
企業の雇用意欲は引き続き強まるもの

と推測されため、一般就労への移行を

促進させる。

⑤障害児支援の提

供体制の整備

令和５年度末までに、児童発達支援センターを少なく

とも１カ所以上設置。

令和５年度末までに、保育所等訪問支援を利用できる

体制を構築。

令和５年度末までに、主に重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

を少なくとも１カ所以上確保。

令和５年度末までに、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設

けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネー

ターの配置を基本とする。

・児童発達支援センターは設置済

・保育所等訪問支援を利用できる体制は

構築済

・重症心身障害児を支援できる児童発達

支援事業所、放課後等デイサービス事

業所は確保済

・重症心身障害児及び医療的ケア児の支

援体制構築のため、医療的ケア児等

コーディネーターを配置する。

⑥相談支援体制の

充実・強化等

令和５年度末までに、市町村又は圏域において、相談

支援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体制を確

保する。

・基幹相談支援センターは、設置済

・総合的・専門的な相談支援及び地域の

相談支援事業者に対する訪問等による

専門的な指導・助言や人材育成のため

の支援、連携強化の取組については基

幹相談支援センターの役割として実施。

⑦障害福祉サービ

ス等の質の向上

を図るための取

組みにかかる体

制の構築

令和５年度末までに、都道府県や市町村において、

サービスの質の向上を図るための取組みに係る体制を

構築する

・相談支援従事者初任者研修への参加を

毎年度８人見込む。

・障害支援区分認定調査員研修への参加

を毎年度９人見込む。

・サービス事業者の請求過誤を減らすた

め、取組みについて関係団体との情報

共有を年２回程度行う。

第６期障がい福祉実施計画（素案）、第２期障がい児福祉実施計画（素案）

5 国が定める７つの成果目標への取組み

2
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〇各サービスの見込量について

 １ 障害福祉サービス

（１）訪問系サービス

①居宅介護
・居宅で入浴や排せつ、食事の介護等、生活全般にわたる介護サービスを行う。

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 675 792 851 911

率 6.3% 17.3% 7.4% 7.1%

利用量 9,846 11,000 11,800 12,650

率 6.3% 11.7% 7.3% 7.2%

利用者数 747 769 758 813 854 895 936

率 7.0% 2.9% △1.4% 7.3% 5.0% 4.8% 4.6%

利用量 10,001 9,917 10,101 10,834 11,380 11,927 12,473

率 9.0% △0.8% 1.9% 7.3% 5.0% 4.8% 4.6%

コメント

②重度訪問介護

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 29 19 19 19

率 16.0% △34.5% 0.0% 0.0%

利用量 7,589 5,160 5,160 5,160

率 16.0% 18.1% 0.0% 0.0%

利用者数 18 21 33 53 72 90 109

率 △5.3% 16.7% 57.1% 60.6% 35.8% 25.0% 21.1%

利用量 5,207 5,906 8,266 13,276 18,035 22,544 27,303

率 1.0% 13.4% 40.0% 60.6% 35.8% 25.0% 21.1%

コメント

実績/計画

・障がいのある人の自立した地域生活の促進とともに利用が増加する見込み。
・第5期計画の実績を踏まえ、毎年18人程度利用増加を見込む。

計画

5期

5期4期 6期

・重度の肢体不自由者、重度の知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する人で常
時介護を必要とする人に居宅での介護や外出時の移動支援まで総合的に行う。

6期

計画

実績/計画

項目
4期

項目

・障がいのある人の数の増加に連動して増加傾向にある。
・第5期計画の実績を踏まえ、毎年41人程度の利用増加を見込む。
・アンケート結果より、今後利用のニーズが高い（13.9％）。

第６期障がい福祉実施計画（素案）、第２期障がい児福祉実施計画（素案）

6 各サービスの実績と見込量

〈見込量の考え方〉過年度のサービス利用実績を踏まえ、3年間のサービス利用量を見込む



③同行援護
・視覚に障がいのある人の外出に同行し、移動に必要な情報提供や援護を行う。

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 105 120 120 120

率 0.0% 14.3% 0.0% 0.0%

利用量 1,412 1,675 1,726 1,776

率 0.0% 21.4% 3.0% 2.9%

利用者数 113 116 108 112 113 113 113

率 △4.2% 11.5% △6.9% 3.7% 0.9% 0.0% 0.0%

利用量 1,519 1,694 1,266 1,611 1,634 1,657 1,681

率 3.8% 26.8% △25.3% 27.3% 1.4% 1.4% 1.4%

コメント

④行動援護

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 6 11 12 13

率 0.0% 83.3% 9.1% 8.3%

利用量 38 80 92 106

率 0.0% 110.5% 15.0% 15.2%

利用者数 8 8 10 11 12 13 14

率 △11.1% 0.0% 25.0% 10.0% 9.1% 8.3% 7.7%

利用量 87 85 122 119 133 147 161

率 52.6% △2.3% 43.5% △2.5% 11.8% 10.5% 9.5%

コメント

・視覚に障がいのある人の数の増減幅は小さく、利用者数は伸びない見込み。
・第5期計画の実績を踏まえ、利用量は1％程度の増加を見込む。

・第5期計画の実績を踏まえ、利用量は10％程度の増加を見込む。
・利用者数は毎年1人増を見込む。
・アンケート結果より、今後利用のニーズが高い（17.5％）。

5期

5期

計画

実績/計画

項目

計画

項目
4期

4期 6期

6期

・知的や精神の障害により行動が困難で常時介護を要する人の外出時の移動支援や危険回避
のための援護を行う。

実績/計画



（２）日中活動系サービス
①生活介護

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 1,556 1,508 1,541 1,574

率 3.4% △3.1% 2.2% 2.1%

利用量 31,120 31,900 33,500 34,900

率 3.4% 2.5% 5.0% 4.2%

利用者数 1,460 1,507 1,539 1,596 1,640 1,683 1,727

率 1.2% 3.2% 2.1% 3.7% 2.8% 2.6% 2.6%

利用量 29,323 29,552 30,537 31,668 32,541 33,394 34,267

率 0.0% 0.8% 3.3% 3.7% 2.8% 2.6% 2.6%

コメント

②自立訓練（機能訓練）

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 22 17 17 17

率 0.0% △22.7% 0.0% 0.0%

利用量 161 143 143 143

率 0.0% △11.2% 0.0% 0.0%

利用者数 15 16 31 41 50 58 67

率 △11.8% 6.7% 93.8% 32.3% 22.0% 16.0% 15.5%

利用量 144 154 258 341 416 483 558

率 △17.2% 6.9% 67.5% 32.3% 22.0% 16.0% 15.5%

コメント

項目
4期 6期

・令和元年度に事業所が増加したことで利用が増加。
・施設入所、入院から地域への移行者数の増加を見込み、毎年9人程度の増加を見込む。

実績/計画

5期

5期

4期 6期

計画

実績/計画

計画

・第5期計画中の実績を踏まえ、毎年43人程度の利用増を見込む。
・アンケート結果より、今後の利用のニーズが高い（14.7％）。

・常時介護を要する人に、昼間、入浴、排せつ、食事等の介護を行うとともに、創作的活動や生産
活動の機会の提供を行う。

・入所施設からの退所または病院から退院した人であって、身体機能、生活能力の維持、向上の
ため通所または居宅を訪問して理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行う。（標
準利用期間は１年半）

項目



③自立訓練（生活訓練）

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 129 100 100 100

率 4.9% △22.5% 0.0% 0.0%

利用量 1,740 1,700 1,700 1,700

率 4.9% △2.3% 0.0% 0.0%

利用者数 129 104 93 93 93 93 93

率 41.8% △19.4% △10.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

利用量 1,547 1,312 1,181 1,181 1,181 1,181 1,181

率 △8.2% △15.2% △10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

コメント

④就労移行支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 312 302 325 349

率 5.4% △3.2% 7.6% 7.4%

利用量 5,277 5,515 5,925 6,370

率 5.4% 4.5% 7.4% 7.5%

利用者数 250 246 295 314 341 368 395

率 △4.6% △1.6% 19.9% 6.4% 8.6% 7.9% 7.3%

利用量 4,456 4,163 5,035 5,359 5,820 6,281 6,742

率 △5.5% △6.6% 20.9% 6.4% 8.6% 7.9% 7.3%

コメント

⑤就労継続支援A型

29 30 1 2 3 4 5
利用者数 534 637 662 687
率 5.1% 19.3% 3.9% 3.8%

利用量 10,546 13,012 13,530 14,070
率 5.1% 23.4% 4.0% 4.0%

利用者数 549 532 538 534 552 571 589
率 △6.5% △3.1% 1.1% △0.7% 3.4% 3.4% 3.2%

利用量 11,081 10,540 10,744 10,664 11,024 11,403 11,762
率 △7.8% △4.9% 1.9% △0.7% 3.4% 3.4% 3.2%

コメント

・一般企業等への就労が困難な障がい者に雇用契約を結んだ上で、働く場を提供するとともに、
必要な訓練を行う。

・実績は減少傾向にあるが、施設や病院から地域への移行を見込み、令和元年の利用実績と同程
度を見込む。

・第5期計画の実績及び一般就労への移行促進のため、毎年27人程度の利用増を見込む。

・利用者の減少が見られていたが、事業所の定員増を見込み、毎年18人程度の利用増を見込む。

5期

5期

計画

実績/計画

6期
項目

4期

計画

5期

6期
項目

項目
4期

4期

6期

計画

実績/計画

実績/計画

・入所施設からの退所または病院から退院した人であって、通所または居宅を訪問して入浴、排
せつ、食事等に関する自立した日常生活を営むための訓練、助言、その他必要な支援行う。（標
準利用期間は２年）

・一般企業等への就労を希望する障がい者に一定期間、就労に必要な知識や能力向上のための
訓練を行う。（標準利用期間は２年）



⑥就労継続支援B型

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 1,151 1,236 1,297 1,359

率 5.0% 7.4% 4.9% 4.8%

利用量 20,969 23,628 25,045 26,547

率 5.0% 12.7% 6.0% 6.0%

利用者数 1,204 1,253 1,316 1,306 1,353 1,400 1,446

率 8.9% 4.1% 5.0% △0.8% 3.6% 3.5% 3.3%

利用量 21,824 21,986 23,731 23,551 24,398 25,246 26,075

率 4.5% 0.7% 7.9% △0.8% 3.6% 3.5% 3.3%

コメント

⑦就労定着支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 146 218 267

率 - 49.3% 22.5%

利用者数 70 103 125 150 175 200

率 - 47.1% 21.4% 20.0% 16.7% 14.3%

コメント

⑧療養介護

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 90 90 90 90

率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

利用者数 88 89 97 107 118 130 142

率 1.1% 1.1% 9.0% 10.0% 11.0% 9.9% 9.1%

コメント

・一般就労移行後の就労定着をはかるため、毎年25人程度の利用増を見込む。

・第5期計画の実績を踏まえ、毎年12人程度の利用者数増を見込む。

6期5期

計画

項目
4期

実績/計画

・病院において、医療と常時の介護を必要とする人に機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管
理の下における介護、日常生活の世話を行う。

5期

6期

計画

実績/計画

項目

計画

4期

5期

・就労移行支援等を利用して一般就労へ移行した人の就労の継続を図るため雇用に伴い生じる
日常生活、社会生活の問題に関する相談、指導などを行う。（標準利用期間は３年）

・第5期計画の実績及び事業所の定員増を見込み、毎年47人程度の利用増を見込む。
・アンケート結果より、今後利用のニーズが高い（14.0％）。

実績/計画

6期
項目

4期

・一般企業等での就労が困難な人に、生産活動の機会の提供や就労に必要な訓練を行う。



⑨短期入所

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 486 590 625 658

率 4.1% 21.4% 5.9% 5.3%

利用量 2,808 4,301 4,749 5,205

率 4.1% 53.2% 10.4% 9.6%

利用者数 532 533 489 538 544 549 554

率 4.1% 0.2% △8.3% 10.0% 1.1% 0.9% 0.9%

利用量 3,430 3,095 2,956 2,850 2,728 2,606 2,484

率 1.4% △9.8% △4.5% △3.6% △4.3% △4.5% △4.7%

コメント
・グループホームの増加により、施設入所待機者で長期にわたり短期入所を利用している人がグ
ループホームへ移行しているため、利用が減少していると考えられる。
・一方、介護者の緊急時等の利用のため、今後の利用希望が多い（19.7％）ことから、利用者は増加
で見込む。

6期

計画

実績/計画

項目
5期4期

・居宅での介護者の疾病などにより短期間の入所を必要とする人に、短期間入所させ入浴、排せ
つ、食事の介護などの支援を行う。



（３）居住系サービス
①自立生活援助

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 21 21 21

率 - 0.0% 0.0%

利用者数 18 12 27 27 27 27

率 - △33.3% 125.0% 0.0% 0.0% 0.0%

コメント

②共同生活援助（グループホーム）

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 398 400 425 450

率 6.4% 0.5% 6.3% 5.9%

利用者数 342 378 443 516 589 662 735

率 △3.9% 10.5% 17.2% 16.5% 14.1% 12.4% 11.0%

コメント

③宿泊型自立訓練

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 31 20 20 20

率 0.0% △35.5% 0.0% 0.0%

利用者数 24 27 27 38 46 54 63

率 20.0% 12.5% 0.0% 39.0% 22.2% 18.2% 15.4%

コメント

④施設入所支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 655 639 639 639

率 0.0% △2.4% 0.0% 0.0%

利用者数 634 642 652 650 639 639 639

率 △0.8% 1.3% 1.6% △0.3% △1.7% 0.0% 0.0%

コメント

6期

6期

・国の方針として、削減の必要があるが、入所待機者が増加していることから、今期の計画の基準で
ある平成28年度末と同数を見込む。

計画

実績/計画

計画

5期

5期

4期 5期

・地域移行者の利用を見込み、毎年8人程度の利用増を見込む。

4期 6期

項目

項目

実績/計画

5期

計画

実績/計画

項目
4期

・居室を提供し、一定期間、家事などの日常生活能力を向上させる支援を行う。（標準利用期間は２
年）

・入所施設やグループホームから一人暮らしに移行した人に、定期的な巡回訪問や電話、メール
などによる随時支援を行う。（標準利用期間は１年）

・共同生活の場において相談、入浴、排せつ、食事の介護など日常生活の援助を行う。

・施設に入所する人に、主として夜間に入浴、排せつ、食事の介護、生活に関する助言などの支
援を行う。

項目
4期

・地域へ移行する人の増加を見込み、今年度利用見込みと同数を見込む。

・グループホームの増加、地域移行の促進により、利用増が見込まれる。
・毎年73人程度の増加を見込む。
・アンケート結果より、今後利用のニーズが高い（12.6％）

6期

計画

実績/計画



（４）相談支援
①計画相談支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 5,325 5,107 5,327 5,548

率 5.8% △4.1% 4.3% 4.1%

利用者数 4,717 4,872 5,008 5,279 5,494 5,708 5,922

率 6.7% 3.3% 2.8% 5.4% 4.1% 3.9% 3.7%

コメント

②地域移行支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 16 21 21 21

率 33.3% 31.3% 0.0% 0.0%

利用者数 18 12 11 14 21 21 21

率 20.0% △33.3% △8.3% 27.3% 50.0% 0.0% 0.0%

コメント

③地域定着支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 36 84 96 108

率 12.5% 133.3% 14.3% 12.5%

利用者数 76 86 97 116 130 145 159

率 20.6% 13.2% 12.8% 19.6% 12.1% 11.5% 9.7%

コメント

4期

項目

計画

4期

項目

5期

6期

計画

実績/計画

項目

・入所施設、入院からの地域移行者促進のため、第5期計画の計画値と同数を見込む。

5期

実績/計画

6期

・地域への移行者の利用により、毎年15人程度の利用増を見込む。

6期5期

計画

実績/計画

・障害福祉サービスの利用計画を作成する。

・地域に移行するために必要な支援を必要とする者に地域生活に移行するための相談や支援を
行う。

・地域での生活を継続させるために必要な相談や支援を行う。

第5期計画の実績を踏まえ、毎年214人程度の利用者数増を見込む。

4期



２ 児童福祉法に規定するサービス
（１）障がい児通所支援
①児童発達支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 672 1,057 1,160 1,262

率 3.1% 57.3% 9.7% 8.8%
月利用日数 5,376 8,933 9,748 10,569

率 3.1% 66.2% 9.1% 8.4%

利用者数 939 1,036 1,099 1,191 1,249 1,307 1,365

率 8.7% 10.3% 6.1% 8.4% 4.9% 4.6% 4.4%
月利用日数 7,281 7,750 8,544 9,334 9,789 10,244 10,698

率 0.8% 6.4% 10.2% 9.2% 4.9% 4.6% 4.4%

コメント

②放課後等デイサービス

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 753 1,525 1,740 1,953

率 2.9% 102.5% 14.1% 12.2%
月利用日数 7,530 20,050 22,857 25,599

率 2.9% 166.3% 14.0% 12.0%

利用者数 1,431 1,665 1,783 2,189 2,416 2,643 2,871

率 26.6% 16.4% 7.1% 22.8% 10.4% 9.4% 8.6%
月利用日数 18,295 20,192 20,769 27,302 30,137 32,972 35,807

率 25.2% 10.4% 2.9% 31.5% 10.4% 9.4% 8.6%

コメント

③保育所等訪問支援

29 30 1 2 3 4 5
延べ利用者数 309 818 899 985

率 3.0% 164.7% 9.9% 9.6%
延べ利用者数 724 755 770 816 835 854 874

率 11.0% 4.3% 2.0% 6.0% 2.3% 2.3% 2.3%

コメント

計画

実績/計画

・第5期計画の実績を踏まえ、毎年19人程度の利用増を見込む。
・並行して、幼稚園や保育所等の支援者に対する支援である保育所等巡回支援事業の継続により、
できる限り身近な地域で通園、通学が可能な環境づくりを進める。

計画

実績/計画

・アンケート結果より、今後利用のニーズが高い（49.4％）。
・事業所の新規開設を見込むとともに、第5期計画の実績を踏まえ、毎年227人程度の利用増を見込
む。
・支援内容の質の確保が課題となっており、適切な支援を提供するためにガイドラインの周知徹底
や実地指導等を継続的に行う。

項目
4期 5期 6期

6期

計画

実績/計画

5期

項目
4期 5期 6期

・日常生活における基本的な動作や集団生活への適応訓練等の支援を行う。

・授業終了後や学校休業日に、生活能力向上のために必要な訓練等の支援を行う。

・保育所等を訪問し、障害児に対し、集団生活への適応のための支援を行う。

・療育ニーズの高まりから増加している。
・第5期計画の実績から毎年58人程度の利用者数増加を見込む。

項目
4期



④居宅訪問型児童発達支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 5 5 5

率 0.0% 0.0%
月利用日数 20 20 20

率 0.0% 0.0%

利用者数 3 2 4 6 6 6

率 △33.3% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0%
月利用日数 3 4 12 18 18 18

率 33.3% 200.0% 50.0% 0.0% 0.0%

コメント

（２）障がい児入所支援
①福祉型障害児入所支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 46 46 46 46

率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

利用者数 40 46 47 46 46 46 46

率 △9.1% 15.0% 2.2% △2.1% 0.0% 0.0% 0.0%

コメント

担当：児童相談所

②医療型障害児入所支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 18 26 26 26

率 0.0% 44.4% 0.0% 0.0%

利用者数 21 33 24 24 26 26 26

率 △19.2% 57.1% △27.3% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0%

コメント

担当：児童相談所

（３）障害児相談支援

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 1,734 2,985 3,342 3,699

率 3.0% 72.1% 12.0% 10.7%

利用者数 3,094 3,277 3,580 4,043 4,380 4,717 5,055

率 34.3% 5.9% 9.2% 12.9% 8.3% 7.7% 7.2%

コメント

計画

実績/計画

・障害児サービスの利用者の増加のため、毎年337名程度増加する見込み。

計画

実績/計画

・在宅支援サービスが充実してきていることから、入所実績が高止まりの状況で推移している。過年
度も含めた利用者数の平均は、これまでの計画の範囲内であることから、第5期計画と同数とする。

項目
4期 5期 6期

・障害児のサービス利用計画を作成する。

実績/計画

・事業所が小規模化（ユニット化）を図っていることから、利用者数の増減変動は小さいものと考えら
れるため、利用者数は第5期計画と同数とする。

項目
4期 5期 6期

計画

実績/計画

・令和2年6月現在までの支給決定者数の増加の状況や利用状況を基に計画値を見込む。

項目
4期 5期 6期

項目
4期 5期 6期

・居宅を訪問し、基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を行う。

・施設に入所する児童に、保護、日常生活の指導等を行う。

・施設に入所する児童に、保護、日常生活の指導等や治療を行う。

計画



（４）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置の実施

29 30 1 2 3 4 5

計画 配置の有無

実績/計画 配置の有無 無 無

コメント

有

6期

・医療的ケア児の増加に伴い、必要な支援につなぐため、令和3年度の配置を目指す。

項目
4期 5期



３ 地域生活支援事業
（１）必須事業
①理解促進研修・啓発事業

29 30 1 2 3 4 5

計画 実施の有無 有 有 有 有
実績/計画 実施の有無 有 有 有 有 有 有 有

コメント

②自発的活動支援事業

29 30 1 2 3 4 5

計画 実施の有無 有 有 有 有
実績/計画 実施の有無 有 有 有 有 有 有 有

コメント

③－１相談支援（委託）

29 30 1 2 3 4 5

計画 設置数 15 15 15 5
実績/計画 設置数 15 15 15 5 5 5 5

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 34,383 30,200 31,498 32,789

率 0.0% △12.2% 4.3% 4.1%

利用者数 29,133 30,155 29,489 30,150 30,630 31,164 31,693

率 0.7% 3.5% △2.2% 2.2% 1.6% 1.7% 1.7%

コメント

③－２基幹相談支援センター

29 30 1 2 3 4 5

計画 設置数 1 1 1 1
実績/計画 設置数 0 1 1 1 1 1 1

コメント

・イベントやセミナーの開催により、地域住民への障害についての啓発活動を行う。

項目
4期

6期

5期 6期

・障害者団体等の自発的な取り組みに対して支援を行う。

項目
4期

項目
4期 5期 6期

5期

・令和2年度に市内全域を圏域とする相談支援事業所15か所の設置から、市を5つに分けた圏域内
での相談支援センター5つの設置に再編。今後、実施状況等について検証していく。

・R3以降は、委託相談の契約期間に合わせたR3からR4について引き続き同共同企業体への業務
委託を見込む。

6期

実績/計画

計画

6期

項目
4期

項目

5期

5期4期

・障がい者や障害特性等について地域住民の理解を深めるための研修や啓発活動を行う。

・障がい者が自立した生活を営むため、障がい者やその家族、地域住民による自主的活動に対し
て支援する。

・障がい児者やその保護者、介護者からの相談に応じ、必要な情報提供や権利擁護のたに必要
な援助を行う。

・地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹として設置する。



④成年後見制度利用支援事業（市長申立、報酬費助成）

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 5 10 10 10

率 150.0% 100.0% 0.0% 0.0%

利用者数 1 3 9 11 13 15 17

率 △50.0% 200.0% 200.0% 22.2% 18.2% 15.4% 13.3%

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 40 50 55 60

率 66.7% 25.0% 10.0% 9.1%

利用者数 46 47 65 75 85 95 105

率 91.7% 2.2% 38.3% 15.4% 13.3% 11.8% 10.5%
コメント

⑤成年後見制度法人後見支援事業

29 30 1 2 3 4 5

計画 実施の有無

実績/計画 実施の有無 無 無 無 無 有 有 有

コメント

⑥意思疎通支援事業

29 30 1 2 3 4 5

派遣件数 1,100 1,100 1,100 1,100

率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

派遣件数 1,156 1,195 1,278 1,300 1,300 1,300 1,300

率 11.8% 3.4% 6.9% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0%

29 30 1 2 3 4 5

派遣件数 160 80 80 80

率 0.0% △50.0% 0.0% 0.0%

派遣件数 70 67 87 80 80 80 80

率 △2.8% △4.3% 29.9% △8.0% 0.0% 0.0% 0.0%

コメント
・聴覚に障がいのある人のコミュニケーションを確保するため、継続して事業を実施する。

〈市長申立〉
・障害を原因とする後見等の開始件数のうちの市長申立割合実績より、毎年2人の増を見込む。
〈報酬助成〉
・5期計画中の実績を踏まえ、毎年約10件増を見込む。

5期

5期

項目
4期

5期

実績/計画

5期

5期 6期

・令和元年度に市民後見人の養成を開始。市民後見人の活用も含めて法人後見の支援を行う。

実績/計画

6期

4期

計画

・聴覚等の障害により意思疎通を図ることが難しい人に通訳者を派遣し、意思疎通の円滑化を図
る。

意思疎通支援事業
（要約筆記者）

4期

計画

報酬費助成

計画

実績/計画

4期

意思疎通支援事業
（手話通訳者）

6期

市長申立
4期 6期

実績/計画

6期

・身寄りがなく、成年後見制度の利用が必要と見込まれる場合は、市長申立により制度利用につ
なげる。
・成年後見制度利用者で、生活困窮等により後見人等への報酬の支払いが難しい場合は報酬助
成を行う。

・成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備す
るとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援する。

計画



⑦日常生活用具給付等事業

29 30 1 2 3 4 5

給付件数 64 46 50 54

率 △3.0% △28.1% 8.7% 8.0%

給付件数 47 54 48 61 65 70 76

率 27.0% 14.9% △11.1% 27.1% 6.6% 7.7% 8.6%

29 30 1 2 30 1 2

給付件数 79 80 82 85

率 29.5% 1.3% 2.5% 3.7%

給付件数 65 90 83 90 94 98 101

率 △17.7% 38.5% △7.8% 8.4% 4.4% 4.3% 3.1%

29 30 1 2 30 1 2

給付件数 72 83 86 88

率 4.3% 15.3% 3.6% 2.3%

給付件数 91 124 107 124 132 138 145

率 19.7% 36.3% △13.7% 15.9% 6.5% 4.5% 5.1%

29 30 1 2 30 1 2

給付件数 215 474 481 489

率 22.9% 120.5% 1.5% 1.7%

給付件数 311 330 659 747 818 892 962

率 5.4% 6.1% 99.7% 13.4% 9.5% 9.0% 7.8%

29 30 1 2 30 1 2

給付件数 14,336 16,474 17,015 17,557

率 0.5% 14.9% 3.3% 3.2%

給付件数 15,633 15,736 15,792 16,317 16,612 16,907 17,203

率 1.7% 0.7% 0.4% 3.3% 1.8% 1.8% 1.8%

29 30 1 2 30 1 2

給付件数 13 10 10 10

率 △13.3% △23.1% 0.0% 0.0%

給付件数 13 19 13 16 17 18 19

率 18.2% 46.2% △31.6% 23.1% 6.3% 5.9% 5.6%

29 30 1 2 3 4 5

給付件数 14,779 17,167 17,724 18,283

率 0.9% 16.2% 3.2% 3.2%

給付件数 16,160 16,353 16,702 17,355 17,738 18,123 18,506

率 1.8% 1.2% 2.1% 3.9% 2.2% 2.2% 2.1%

コメント
・第5期計画において、すべての用具について増加している。
・第4期及び第5期計画の実績により増加を見込む。

在宅療育等

5期

計画

実績/計画

5期

5期

5期

5期

5期

5期

4期

6期

5期4期

実績/計画

日常生活用具
計

4期

居宅生活動作
4期

計画

4期

計画

実績/計画

計画

実績/計画

排せつ管理

実績/計画

自立支援
4期 5期

6期

5期

5期

計画

実績/計画

5期

介護・訓練
4期

・障害のある人が自立した日常生活を送ることができるよう日常生活用具を給付する。

情報・意思疎通

計画

実績/計画

計画



⑧奉仕員養成研修事業

29 30 1 2 3 4 5

修了者数 60 60 60 60

率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

修了者数 61 55 41 0 60 60 60

率 17.3% △9.8% △25.5% △100.0% － 0.0% 0.0%

29 30 1 2 3 4 5

修了者数 10 0 10 0

率 － △100.0% － △100.0%

修了者数 7 7 7 10 10 10 10

率 － 0.0% 0.0% 42.9% 0.0% 0.0% 0.0%

コメント

5期

5期
要約筆記者養成講座

手話奉仕員養成講座

・聴覚に障がいのある人等の理解促進とコミュニケーション支援のできる人材育成のため、継続して
実施。
・初心者向け手話講座や親子手話講座を開催することで手話奉仕員養成講座に繋がる人材を育て
る。

6期

6期

実績/計画

計画

実績/計画

4期

計画

4期

・手話や要約筆記の技術を習得した人を養成し、聴覚に障がいのある人の意思疎通支援を行う。



⑨移動支援事業

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 256 278 300 325 355 385 415

率 7.6% 8.6% 7.9% 8.3% 9.2% 8.5% 7.8%

利用量 1,738 1,946 2,061 2,245 2,312 2,379 2,446

率 6.6% 12.0% 5.9% 8.9% 3.0% 2.9% 2.8%

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 60 57 49 47 45 45 45

率 △7.7% △5.0% △14.0% △4.1% △4.3% 0.0% 0.0%

利用量 216 189 142 116 94 94 94

率 △16.9% △12.5% △24.9% △18.3% △19.0% 0.0% 0.0%

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 348 343 372 403

率 6.1% △1.4% 8.5% 8.3%

利用量 2,436 2,205 2,372 2,550

率 6.1% △9.5% 7.6% 7.5%

利用者数 316 335 349 372 400 430 460

率 4.3% 6.0% 4.2% 6.6% 7.5% 7.5% 7.0%

利用量 1,954 2,135 2,203 2,361 2,406 2,473 2,540

率 3.4% 9.3% 3.2% 7.2% 1.9% 2.8% 2.7%

コメント

⑩地域活動支援センター機能強化事業

29 30 1 2 3 4 5

か所数 8 7 7 7

率 14.3% △12.5% 0.0% 0.0%

か所数 7 7 7 6 7 7 7

率 0.0% 0.0% 0.0% △14.3% 16.7% 0.0% 0.0%

29 30 1 2 3 4 5

利用者数

率

利用者数 22,965 23,425 20,186 16,000 16,500 17,000 17,000

率 2.0% △13.8% △20.7% 3.1% 3.0% 0.0%

コメント

6期

計画

実績/計画

5期

5期

・移動支援事業に係る事業の拡充により、障がい者の利用は増加すると考えられるが、障がい児に
ついては、これまで減少傾向だったこともあり、今後は同数を見込む。

・令和2年度、Ⅰ型事業所１箇所が閉所となったが、新たに事業所の指定を検討する。

項目

計画

実績/計画

計

6期
項目

4期

計画

実績/計画

5期

5期

実績/計画

者

5期 6期

児

実績/計画

4期 6期

4期

4期

4期

6期

・屋外での移動が困難な障がい者への外出支援を行う。

・通所による創作活動、生活活動を行い、社会との交流促進を図る。



（２）任意事業
①日中一時支援事業

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 411 400 404 404 408 412 416

率 7.0% △2.7% 1.0% 0.0% 1.0% 1.0% 1.0%

利用量 4,814 4,862 5,317 5,252 5,364 5,476 5,587

率 △12.1% 1.0% 9.4% △1.2% 2.1% 2.1% 2.0%

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 221 220 187 194 184 174 163

率 △21.9% △0.5% △15.0% 3.7% △5.2% △5.4% △6.3%

利用量 2,415 2,401 1,978 2,058 1,972 1,885 1,798

率 △31.8% △0.6% △17.6% 4.0% △4.2% △4.4% △4.6%

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 546 606 586 566

率 △5.0% 11.0% △3.3% △3.4%

利用量 7,480 8,178 7,725 7,362

率 △5.0% 9.3% △5.5% △4.7%

利用者数 632 620 591 598 592 586 579

率 △5.2% △1.9% △4.7% 1.2% △1.0% △1.0% △1.2%

利用量 7,229 7,263 7,295 7,310 7,336 7,361 7,385

率 △19.8% 0.5% 0.4% 0.2% 0.4% 0.3% 0.3%

コメント

②社会参加促進事業（スポーツレクリエーション）

29 30 1 2 3 4 5

実施回数 1 1 1 1

率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

実施回数 1 1 1 0 1 1 1

率 0.0% 0.0% 0.0% △100.0% － 0.0% 0.0%

コメント
・令和2年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とした。
・障がいのある人の社会参加を促進するため、「浜松市障害者スポーツ大会」を開催する。

6期

計画

・障がい者は、毎年同程度の利用があり、今後も微増と見込む。
・障がい児は、代替サービスの利用増加等により、利用者は減少している。

4期

5期

5期

5期

5期

実績/計画

実績/計画

6期
児

4期

計画

実績/計画

項目
4期

計
6期

・障がい児者の日中活動の場を確保し、家族の就労支援及び日常的に介護している家族の一時
的な休息を図る。

・障がい児者の余暇活動の質の向上や体力向上などをはかり、社会参加を促進する。

実績/計画

者
4期 6期



③社会参加促進事業（芸術・文化）

29 30 1 2 3 4 5

実施回数 1 2 3 3

率 0.0% 100.0% 50.0% 0.0%

実施回数 1 2 3 3 3 3 3

率 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

コメント

④社会参加促進事業（点字・声の広報）

29 30 1 2 3 4 5

利用者数 220 180 180 180

率 2.3% △18.2% 0.0% 0.0%

利用者数 158 150 149 138 140 140 140

率 △8.1% △5.1% △0.7% △7.4% 1.4% 0.0% 0.0%

コメント

実績/計画

計画

実績/計画

5期

6期

・障害者週間に合わせての啓発イベントの開催や障がいのある人の作品展示などを市役所や区役
所において行い、市民が障がいや障がいのある人に対する理解を深められるようなイベントの充実
を図っていく。

項目
4期

・点字版の新規利用の申し出は少なく、今後も利用者は減少していくと想定される。広報はままつは
無料アプリを活用した読み上げ配信サービスを平成30年から開始したことから、こうしたサービスに
移行していくことも想定される。

5期

計画

項目
4期

6期

・障がい児者の芸術文化活動を振興することで、社会参加を促進する。

・文字による情報入手が困難な障害児者のため、点字や声による広報を発行する。


